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前回定例会（令和２年７月１日）以降の主な動き 

 
令 和 ２ 年 ８ 月 ５ 日  
資 源 エ ネ ル ギ ー 庁  
 柏崎刈羽地域担当官事務所 

 

 

１．エネルギー政策全般 

 

○エネルギーレジリエンスの定量評価に向けた専門家委員会－中間論点整理

【７月２０日公表】 

 

○エネ庁ホームページ＜スペシャルコンテンツ＞ 

（１）日本の新たな国際資源戦略 ①石油の安定供給基盤をさらに強化する【７

月３日公開】 

（２）話題の「ナッジ手法」も検証！省エネの輪を広げるための情報発信【７月

１４日公開】 

（３）日本の新たな国際資源戦略 ②ＬＮＧセキュリティの強化に向けて【７月

２２日公開】 

（４）日本の新たな国際資源戦略 ③レアメタルを戦略的に確保するために【７

月３１日公開】 

 

※スペシャルコンテンツ 

https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/ 

  ※当事務所でも紙媒体で配布しています。 

 

●資源エネルギー庁メールマガジン（配信登録） 

https://www.enecho.meti.go.jp/about/mailmagazine/ 

 

●統計ポータルサイト（エネルギーに関する分析用データ） 

https://www.enecho.meti.go.jp/statistics/analysis/ 

 

 

  

https://www.enecho.meti.go.jp/about/mailmagazine/
https://www.enecho.meti.go.jp/statistics/analysis/
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２．電気事業関連 

 

○第５回 使用済燃料対策推進協議会及び梶山経済産業大臣と電力各社との意

見交換会【７月２日開催】 

・「使用済核燃料対策に関するアクションプラン」に基づき、事業者が策定

する「使用済核燃料対策推進計画」を確認する。また、同計画を適切にフ

ォローアップする。 

・第５回は、使用済み燃料貯蔵対策への対応状況等について議論。 

※出席者：梶山経済産業大臣、電力各社社長等 

 

○第１３回 総合資源エネルギー調査会／電力・ガス事業分科会／電力・ガス

基本政策小委員会／ガス事業制度検討ワーキンググループ【７月１０日開

催】 

・今後のガス事業制度の在り方について、専門的な見地から詳細な検討を

行う。 

・第１３回は、熱量バンド制等について議論。 

 

○第１６回 総合資源エネルギー調査会／電力・ガス事業分科会／電力・ガス

基本政策小委員会【７月１３日開催】 

・電力・ガス分野の幅広い政策課題について、安全性、安定供給、経済効

率性、環境適合性というエネルギー政策の基本的視点から総合的な検討

を行う。 

・第２６回は、非効率石炭のフェードアウト及び再エネの主力電源化に向

けた送電線利用ルールの見直しの検討等について議論。 

 

○総合資源エネルギー調査会／電力・ガス事業分科会／電力・ガス基本政策小

委員会／制度検討作業部会－第三次中間とりまとめ【７月３１日公表】 

 

○第２７回 総合資源エネルギー調査会／電力・ガス事業分科会／電力・ガス

基本政策小委員会【７月２８開催】 

・電力・ガス分野の幅広い政策課題について、安全性、安定供給、経済効

率性、環境適合性というエネルギー政策の基本的視点から総合的な検討

を行う。 

・第２７回は、電力・ガス小売全面自由化の進捗状況、改正ガス事業法及

び熱供給事業法の施行状況等に係る検証等について議論。 
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○第１回 総合資源エネルギー調査会／電力・ガス事業分科会／電力・ガス基

本政策小委員会／電力広域的運営推進機関検証ワーキンググループ【７月 

２９日開催】 

・「電力広域的運営推進機関」の発足から５年が経過する中、今後、電力

広域機関の役割と機能が大きく強化されることを踏まえ、これまでの活

動について、中立性や公平性の観点を含めて第三者による検証作業を行

う。 

・第１回は、電力広域的運営推進機関の検証等について議論。 

 

○第４１回 総合資源エネルギー調査会／電力・ガス事業分科会／電力・ガス

基本政策小委員会／制度検討作業部会【７月３１日開催】 

・電力システム改革の目的（①安定供給の確保、②電気料金の最大限の抑

制、③事業者の事業機会及び需要家の選択肢の拡大）達成に向けて、各

制度の実効性を高めるため、実務的な観点を十分に踏まえるべく、幅広

い関係者に意見を求めつつ、詳細制度の検討を行う。 

・第４１回は、第三次中間とりまとめに関するパブリックコメント、高度

化法の中間評価の基準となる目標値等について議論。 

 

 

３．新エネ・省エネ関連 

 

○第５回 総合資源エネルギー調査会／省エネルギー・新エネルギー分科会／

省エネルギー小委員会／小売り事業者表示判断基準ワーキンググループ 

【７月１０日開催】 

・対象エネルギー消費機器が市場に供給されている機器の中でどこに位

置付けられているかを示す「多段階評価制度」の見直しについて検討

を行う。 

・第５回は、小売り事業者表示制度の見直しの方向性について議論。 

 

○第２６回 総合資源エネルギー調査会／省エネルギー・新エネルギー分科会

／新エネルギー小委員会／系統ワーキンググループ【７月１６日開催】 

・電力会社の接続可能量の検証、接続可能量の拡大方策等について検討を

行う。 

・第２６回は、再生可能エネルギー出力抑制の高度化に向けた対応等につ

いて議論。 
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○第１回 洋上風力の産業競争力強化に向けた官民協議会【７月１７日開催】 

・再エネ海域利用法を通じた洋上風力発電の導入拡大と、これに必要とな

る関連産業の競争力強化と国内産業集積及びインフラ環境整備等を、官

民が一体となる形で進め、相互の「好循環」を実現していくための検討

を行う。 

・第１回は、官民協議会の設立、洋上風力の産業競争力強化に向けた対応

について議論。 

 

○第１回 林業・木質バイオマス発電の成長産業化に向けた研究会【７月２０

日開催】 

・木質バイオマス発電の発電事業としての自立化と、木質バイオマス燃料

の供給元としての森林の持続可能性の確保を両立させるため、関係各省

及び関係事業者団体等が課題認識を共有するとともに、課題解決に向け

た方策を官民連携により検討を行う。 

・第１回は、研究会の設立、地域と共生した木質バイオマス発電の主電源

化等について議論。 

 

○総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネル

ギー小委員会ガス・石油機器判断基準ワーキンググループ－取りまとめ【７

月２８日公表】 

 

○第６回 総合資源エネルギー調査会／省エネルギー・新エネルギー分科会／

新エネルギー小委員会／バイオマス持続可能性ワーキンググループ【８月４

日開催】 

・バイオマス発電に特化した固定価格買取制度の在り方を検討。 

・第６回は、バイオマス燃料の持続可能性を検討するに当たっての論点等

について議論。 

 

 

４．その他 

 

●経済産業省 新型コロナウイルス関連支援策（随時更新） 

https://www.meti.go.jp/covid-19/index.html 

 

 

 

（以上） 

https://www.meti.go.jp/covid-19/index.html

